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論文要約

［背景・目的］

自閉スペクトラム症 (AutismSpectrum Disorder : ASD) および注意欠如・多動症

(Attention Deficit Hyperactivity Disorders : ADHD)を中心とする神経発達障害の成人例

についての社会的関心は高い。しかしながら、成人期において発達障害を疑い来院された

患者の実際の診断名や、前医での診断の比較はほとんど調査されていない。また、発達障

害に対する自己記入式評価尺度 (AQ: Autism-Spectrum Quotient、ASRS: Adult ADHD 

Self-Report Scale)について、発達障害を疑い受診された患者に対する有用性および性差や

年齢による影響について検証した研究はこれまで乏しい。

［方法】

本研究では、 2008年 4月から 2017年 3月までの成人発達障害専門外来における診療録を

後方視的に調査した。成人発達障害専門外来を受診した患者の当院での診断名、性別、年

齢を調査した。そのうち前医があり、かつ前医での診断名が判明している患者の診断名を

調査し、当院での診断名と比較した。 ASDとADHDを併存していると判断されていた場

合には ASD+ADHD と表記した。 AQ、 ASRS の感度•特異度、および性別による違いにつ

いては、ASDを伴う群(ASD群と ASD+ADHD群）と ASDを伴わない群、あるいはADHD

を伴う群 (ADHD群と ASD+ADHD群）と ADHDを伴わない群のそれぞれ2群に分け、

独立したサンプルの t検定を用いて群間比較した。年齢と自己記人式評価尺度の関連につい

てpearsonの相関係数を用いて検定した。これらの統計解析において有意水準を 5％とした。
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［結果】

調査期閤に発達障害専門外来を初診した患者は 3845名（男性2536名、女性 1309名）であ

り、平均年齢は 31.9歳 (SD: 10.6)であった。そのうち、発達障害に分類される診断がつ

いた患者は45％であり、内訳としてASDは27%、ADHDは14.6%、ASD+ADHDは2.3%、

限局性学習症は 1.1％であった。その他の診断名としては、適応障害が最も多く 8.7%、次



いで不安障害が8.3％であった。発達障害に分類される診断名の内訳の年次毎の推移として、

2012年までは ASDが 70~80％と圧倒的多数を占めていたが、 2013年から ADHDが占め

る割合が急速に増加していた。前医との診断の比較に関して、当院でASDと診断された患

者では、前医での診断は ASD(66.2%)が最も多く、ついで気分障害 (11.3%)であった。

当院でADHDと診断された患者では、前医での診断は ADHD(33.l%）が最も多かったが、

ASD (22.3%)の診断と近似していた。

発達障害専門外来の受診者を対象とする調査では、 AQ(2537名に実施）の ASD診断に

おける感度は 0.7、特異度は 0.5であり、 ASRS(1116名に実施）の ADHD診断における

感度は 0.76、特異度は 0.5であった。 ASDを伴う群では女性が男性と比較して有意に AQ

値が嵩値 (t(767)~2.3, p~0.02) であった。 ADHD を伴う群でも同様に女性に ASRS 値が

嵩値 (t(302)~3.5, p~0.001) であった。また、 ASD を伴う群では AQ と年齢との間に有意

な正の相関を認めた (r~0.14, p<0.001)。

【考察】

発達障害専門外来の受診者うち半分以上が発達障害の診断とはならならず、成人の発達障

害には過剰診断のリスクが潜在的に存在していることが示唆された。 2013年以降 ADHD

の割合が急速に増加した要因としては、我が国での ADHDの薬剤の成人への適応が 2012

年より認められるようになったことが挙げられる。また、前医診断との比較において、

ADHDはASDとみなされやすい傾向があることが示された。このことは、 ADHD特性は

診断する上でASD特性と誤認あるいは軽視されやすい可能性が示唆される。

AQでは感度、特異度ともに、 ASRSでは特異度において先行研究と比較して低値を示し

ていた。このことは、専門外来のように発達障害を自ら疑い受診している場合には、自己

記入式の尺度の結果は慎重に解釈するべきであることを示唆している。 AQ値およひASRS

値は男性と比較して女性で有意に嵩値を示した。このことは、女性の発達障害では、障害

の存在に気がつかれにくく、受診行動に至るまでに女性では男性よりも嵩い症状の重症度

を要することが示唆される。 ASDを伴う群において、 AQ値と年齢とに弱いながらも有意

な正の相関が認められた。これは、社会経験の乏しい若年では、自身の ASD特性の程度を

低く見積もりやすいことなどが可能性として挙げられる。
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